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２ 奨学金貸与事業 

（略） 

 

（２）返還金の回収強化 

奨学金貸与事業は、返還金をその原資の一部としている

ことから、返還金を確実に回収し、奨学金貸与事業の健全

性を確保する観点から、返還金の回収について、迅速かつ

的確な現状把握と、適切かつ厳格な回収を実施するための

方策を講ずる。特に、延滞債権について回収の抜本的強化

を図る。また、総回収率（当該年度に返還されるべき要回

収額に対する回収額の割合）を中期目標期間中に８２％以

上にすることを目指し、返還金の回収促進策を推進する。

 

 

 

その際、目標として設定した総回収率については、奨学

金貸与事業の健全性を確保する観点から、奨学金貸与事業

の将来見通しを明らかにした上で、平成２３年度までにそ

の妥当性について検証し、延滞債権に対する新たな財政負

担の増加を抑制する。 

 

（略） 

 

 

２ 奨学金貸与事業 

（略） 

 

（２）返還金の回収強化 

返還金を確実に回収し、奨学金貸与事業の健全性を確保

する観点から、総回収率（当該年度に返還されるべき要回

収額に対する回収額の割合）を中期目標期間中に８２％以

上にすることを目指し、以下の返還金の回収促進策を推進

する。 

また、毎年度、返還金の回収状況について、貸与規模や

経済状況等の影響も含めた定量的な把握・分析を実施する

とともに、返還促進方策の効果等を検証し、次年度の取組

を効果的に行うために必要な改善を図る。 

 

 

なお、上記総回収率については、奨学金貸与事業の健全

性を確保する観点から、奨学金貸与事業の将来見通しを明

らかにした上で、平成２３年度までにその妥当性について

検証し、延滞債権に対する新たな財政負担の増加を抑制す

る。 

 

（略） 

 

 

２ 奨学金貸与事業 

（略） 

 

（２）返還金の回収強化 

中期計画の達成に向けて、総回収率（当該年度に返還さ

れるべき要回収額に対する回収額の割合）を向上させるこ

とを目指し、新規返還者の回収率については９５％を上回

るよう努めつつ、以下の返還金の回収促進策を推進する。 

 

また、返還金の回収状況について、貸与規模や経済状況等

の影響も考慮しつつ、定量的な把握・分析を実施するとと

もに、外部有識者等で構成する委員会において返還促進方

策の効果等を検証しつつ、次年度の取組を効果的に行うた

めに必要な改善を図る。 

 

なお、中期計画に記載の総回収率の妥当性については、

上記委員会においてもその検証の在り方を検討する。 

 

 

 

 

（略） 

 

 

資料３ 
独立行政法人日本学生支援機構の第２期中期目標、第２期中期計画と平成２１年度年度計画（抜粋） 

 



 
 

第２期 中期目標              第２期 中期計画           平成２１年度 年度計画 
                    （平成 21 年 6 月 17 日変更認可）                （平成 21 年 6 月 18 日変更届出） 

  

② 返還金回収の促進 

返還金回収強化の対策を促進する。 

また、返還金の円滑な返還を促進するため、リレー口座

（口座振替）加入時期の早期化を図り、新規返還開始者で

９５％以上、全体で８０％以上とする。 

大学・大学院等に係る平成１９年度末の３ヶ月以上の延

滞額を３年間で半減することを目指し、返還金回収方策の

強化を図ることにより、前年度比１５％以上削減するよう

努める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 返還金回収の促進 

ア．返還金の円滑な返還を促進するため、リレー口座（口

座振替）加入時期の早期化を図り、新規返還開始者で９

５％以上、全体で８０％以上とする。 

 

 

イ．延滞を初期段階で解決するため、民間委託を活用しつ

つ、早期における督促の集中的実施を図る。 

 

 

ウ．延滞状況の早期改善を図るため、法的処理の早期化を

図る。 

 

 

 

エ．延滞者の実態調査を実施し、その結果を回収強化施策

へ反映させる。 

 

 

 

オ．無延滞者を含め住所不明者に対する追跡調査を行うな

ど、住所調査の更なる徹底を図る。 

 

 

② 返還金回収の促進 

ア．平成２２年３月満期者から、リレー口座加入時期につ

いて更なる早期化を図り、１２月末とする。また、リレ

ー口座加入率については、新規返還開始者で９５％以

上、全体で８０％以上とする。 

 

イ．一部入金のあった者等を除き、原則として延滞４ヶ月

から８ヶ月までの初期延滞債権について、回収業務をサ

ービサーに委託するための準備を進め、実施する。 

 

ウ．一部入金のあった者等を除き、原則として延滞９ヶ月

以上の者に対して法的処理を行うための準備を進める。

また、中・長期延滞債権についても計画的に法的処理を

行う。 

 

エ．延滞者の実態調査については、回収強化施策への効果

的な反映に資するため、有効回答率向上のための工夫を

行うとともに、設問内容について検討のうえ実施し、そ

の結果について分析を行う。 

 

オ．無延滞者を含め住所不明者に対する追跡調査の一層の

徹底を図るため、住所調査の迅速化のための準備を行

い、実施する。 
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③ 機関保証制度の運用 

機関保証制度の運用においては、代位弁済となる対象債

権を確実に請求する。機関保証制度について、学生等に対

して適切に周知を図るとともに、同制度の収支の健全性を

確保するため、毎年度その妥当性について検証する。 

 

 

 

 

 

 

カ．延滞者の多重債務化の防止を図るため、個人信用情報

機関を活用する。 

 

キ．返還相談体制強化のため、コールセンターを開設し、

応答率の改善を図るとともに、返還意思を有する者等か

らの相談等に適切に対応する。 

 

③ 大学等奨学金の延滞額の削減 

大学・大学院等に係る平成１９年度末の３ヶ月以上の延

滞額を３年間で半減することを目指し、返還金回収方策の

強化を図ることにより、前年度比１５％以上削減するよう

努める。 

 

④ 機関保証制度の運用 

ア．機関保証制度について、大学等と連携し、学生等に対

して適切に情報提供、周知を図り、機関保証選択者への

返還意識の徹底を図るとともに、機関保証制度加入者へ

の督促を強化する。 

 

イ. 機関保証制度の運用においては、同制度に係る契約を

遵守し、代位弁済となる対象債権を確実に請求する。 

 

 

 

カ．延滞者の延滞情報の登録に備え、個人信用情報機関と

の情報伝達システムの構築を行う。 

 

キ．返還相談体制強化のため、新たに民間委託によるコー

ルセンターを設置し、応答状況の改善を図る。 

 

 

③ 大学等奨学金の延滞額の削減 

大学・大学院等に係る平成１９年度末の３ヶ月以上の延

滞額について、返還金回収方策の強化を図ることにより、

対前年度比１５％以上削減するよう努める。 

 

 

④ 機関保証制度の運用 

ア．機関保証制度について、大学等と連携し、リーフレッ

ト等を活用して学生等に対して適切に情報提供するこ

と等により周知を図り、機関保証選択者への返還意識の

徹底を図る。 

 

イ．機関保証制度の運用においては、同制度に係る契約を

遵守し、代位弁済となる対象債権を確実に請求するよ

う、延滞者については、サービサー等の活用により督

促を強化するとともに、訪問督促、居住確認等を計画

的に実施する。 
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（３）情報提供等の充実 

（略） 

 

② 諸手続きの厳正化 

より公正かつ適正な奨学金貸与事業を行うため、奨学金

貸与、返還猶予、法的処理等の事務の一層の厳正化を図る。

 

 

（４）返還猶予・免除制度の適切な運用 

奨学金の返還猶予に関しては、適用基準の更なる具体化・

明確化を図るとともに、返還免除に関しても制度の適正な

運用を図る。 

 

 

ウ．機関保証制度が円滑に機能するよう同制度の収支の健

全性を確保するため、債務保証の収支、代位弁済･回収

状況等を把握し､機関保証の妥当性を毎年度検証する｡ 

 

 

⑤ 高等学校奨学金の回収強化 

旧日本育英会が実施していた高等学校に対する奨学金

事業の返還金回収については、返還金の回収強化策を講

じ、一層の回収努力に努める。 

 

（３）情報提供等の充実 

（略） 

 

② 諸手続きの厳正化 

より公正かつ適正な奨学金貸与事業を行うため、奨学金

貸与、返還猶予、法的処理等の事務に関し、内部規程や事

務処理要項等の整備・改善に努め、職員に徹底する。 

 

（４）返還猶予・免除制度の適切な運用 

奨学金の返還猶予に関しては、適用基準の更なる具体化・

明確化を図るとともに、経済状況の変化等により今後、返

還が困難な者が急増することが予想されるが、そのような

場合も含め、適確に返還猶予制度を運用する。返還免除に

 

ウ．機関保証制度加入者に係る債務保証の収支、代位弁

済・回収状況等の把握及び将来のリスク分析等を行い､

機関保証制度検証委員会において機関保証の妥当性を

検証する｡ 

 

⑤ 高等学校奨学金の回収強化 

旧日本育英会が実施していた高等学校に対する奨学金

事業の返還金回収については、返還金の回収強化策を講

じ、一層の回収努力に努める。 

 

（３）情報提供等の充実 

（略） 

 

② 諸手続きの厳正化 

返還猶予、法的処理等の事務に関するマニュアル等の整

備・改善及び職員研修の徹底を図り、適正な業務実施に努

める。 

 

（４）返還猶予・免除制度の適切な運用 

① 奨学金の返還猶予制度に関しては、適用基準の更なる

具体化・明確化を図るとともに、真に返還が困難な者に

対して適確に運用する。 
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（略） 

関しても制度の適確な運用を図る。 

 

 

 

 

 

（略） 

② 優れた業績を挙げた大学院生に対する奨学金の返還

免除制度に関しては、法令及び基準に基づき、業績優秀者

免除認定委員会の意見を聴き、適切に運用するとともに、

申請・推薦手続について大学等からの意見を聴取し、一層

の改善を図る。 

 

（略） 

 

 


